
生活様式が大きく変わったＪＡや組合員の皆さまに贈る日本農業新聞

の読みどころ集です。「この１週間を振り返る」ため週刊でお届けします。
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日本で開発されたブド

ウ「シャインマスカット」

が、中国で2020年に５

万3,000㌶栽培されて

いたことが、農林水

産・食品産業技術振

興協会の調査で明ら

かになりました。日本

の栽培面積の30倍以

上。イチゴ「紅ほっぺ」

も中国で４万4,000㌶

と、日本のイチゴ栽培

面積の８．４倍に相当

します。改正種苗法施

行前に海外に持ち出

され、すでに産地化が

進んでいるのが実態

です。 （11/28付1面）

今週の記念日
★12月8日
「有機農業の
日」
一般社団法人
次代の農と食
をつくる会が制
定。有機農業や
オーガニックに
関する認知度
を拡大するとと
もに、その理解
の増進を図る
のが目的。日付
は民間で市民
立法として起草
され、議員立法
として国会で審
議された「有機
農業の推進に
関する法律」が
成立した２００６
年１２月８日か
ら。

政府・自民党は米の転

作助成の柱となる水田

活用の直接支払交付

金の見直し内容を固め

ました。今後５年で麦・

大豆などの作付けを含

め、一度も水張りしな

かった水田は交付対

象から除外。産地交付

金における飼料用米な

どで、複数年契約した

際の加算措置は、既存

契約分だけ10㌃当たり

6,000円を配分し、2022

年産からの新規契約

分は対象外とします。

（12/1付1面）

＜日本記念日協会から＞



熊本県で11月、トマトなどナス科の

植物の害虫「トマトキバガ」が国内

で初めて確認されました。海外では

「トマトのエボラ出血熱」とも呼ばれ

世界的に警戒されています。幼虫

の食害による品質低下が問題と

なっています。（12/1付12面）

弘前市では今秋から公務

員がリンゴ農家で兼業を

始めました。これまで公務

員は法律上、兼業や副業

を禁じられていませんが、

業務への支障や守秘義

務違反などへの懸念から、

事実上の禁止状態でした。

近年、人口減に伴う労働

力不足を背景に、民間企

業だけでなく公務員の

「多様で柔軟な働き方」が

推奨されるようになりまし

た。弘前市では「公共」と

いう観点からは兼業・副

業の在り方を見直しまし

た。（11/29付１面）
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日本農業新聞 東北支所 次長（編集担当） 原尻大志
今年のスポーツ界では、ピッチャーとバッターの２刀流のメジャーリーガー、大谷翔
平選手の活躍に沸いた１年だったが、引退したスター選手も印象に残っている。松坂
大輔さんと齋藤佑樹さんだ。野球選手としての終わりを告げる引退試合。全盛期の球
威はなくなり、なんとも言えない寂しさを感じた。人生、山あり谷あり。栄光と挫折の人
生模様を感じた。ファンを楽しませてくれたことに感謝を伝え、お疲れ様と言いたい。

第33回世界協同組合大会が韓国・

ソウルで開かれました。国際協同組

合同盟（ＩＣＡ）が主催し、世界９７カ

国から協同組合代表らが参加。「協

同組合のアイデンティティーを深め

る」をテーマに事例報告などが行わ

れました。（12/２付１面）


